
令和７・８年度　測量等業務入札参加資格審査申請書
様式第１号

　日南町長　　様

令和７年度及び令和８年度において、日南町で行われる測量等業務に係る入札に参加したいので、次のとおり申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

令和 年 月 日

注意事項 １ 営業所登録が無く、代表者が契約者となる場合において、「住所又は主たる事務所の所在地」の欄は、測量等業務の契約時に使用する住所を記入すること。
２ 担当者は、申請書の内容の問い合わせに直接対応できる方を記入すること。

担 当 者 電 話 番 号

－

( フ リ ガ ナ )

( フ リ ガ ナ )

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名

（ フ リ ガ ナ ）

担 当 者 所 属 担 当 者 氏 名

電 子 メ ー ル ア ド レ ス

フ ァ ク シ ミ リ 番 号 営 業 所 登 録 の 有 無

受付番号
※記入不要

申請者

前 回 認 定 時 の 業 者 番 号

郵 便 番 号

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

 「有」の場合、様式第３号に
　より登録すること。

電 話 番 号

役職名 氏名

印



＜希望業種及び希望業務の確認＞ ＜業者登録の確認＞

０７

地

質

調

査
河 港 電 道 鉄 上 下 農 森 水 廃 造 都 地 土 鋼 ト 施 建 機 電 業 土 土 物 機 営 事 補 総
川 湾 力 路 道 水 水 業 林 産 棄 園 市 質 質 構 ン 工 設 械 気 者 地 地 件 械 業 業 償 合
、 及 土 道 道 土 土 土 物 計 及 造 ネ 計 環 電 登 調 評 工 補 損 関 補

砂 び 木 及 木 木 木 画 び 及 ル 画 境 子 録 査 価 作 償 失 連 償
防 空 び 及 基 び 、 物 ・
及 港 工 び 礎 コ 施 特
び 業 地 ン 工 殊
海 用 方 ク 設 補
岸 水 計 リ 備 償
・ 道 画 ｜ 及
海 ト び
洋 積

算

０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８

注意事項 1 「測量業務」は、測量法第55条第１項の規定による測量業者の登録がなければ希望することはできません。
2 「建築関係建設コンサルタント業務」は、建築士法第23条第１項の規定による建築士事務所の登録がなければ希望することはできません。
3

なお、各業務区分を希望する場合は、下記のいずれかの資格者を有することが必要です。
Ⅰ．建築設計及び建築監理（建築）の場合
　（１）一級建築士
Ⅱ．設備設計及び建築監理（電気・機械）の場合
　（１） 設備設計一級建築士
　（２） 建築設備士
　（３） 一級電気工事施工管理技士又は一級管工事施工管理技士

4 「希望業種」、「希望業務」の欄には、入札参加を希望する業種、業務に○印を記入すること。
5 「登録部門」の欄には、建設コンサルタント登録規程第２条第１項の登録を受けている場合、地質調査業者登録規程第２条第１項の登録を受けている場合

又は補償コンサルタント登録規程第２条第１項の登録を受けている場合にあっては、それぞれ該当する登録部門に○印を記入すること。

様式第２号

希望 業種

業
務
区
分

建築監理

０２建築関係
建設コンサルタント業務

業種
区分

土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務

　
建
築
設
計

　
設
備
設
計

　
建
築
監
理

（
建
築

）

　
建
築
監
理

（
電
気
・
機
械

）

登
録
部
門
の
区
分

地
質
調
査
業
務

補
償
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務

登録
部門

業者
登録
区分

０１ ０３ ０４ ０５

測
量
業
務

０２ ０３ ０４０１

０８'補償コンサルタント登録０６建設コンサルタント登録

「建築関係建設コンサルタント業務」においては、建築設計、設備設計、建築監理（建築）及び建築監理（電気・機械）の４つの業務区分があります。

希望業務



＜営業年数等＞ ＜常勤の職員数（人）＞

年 月 日 から
年 月 日 まで

※  ②は、①の内数とする。

＜測量等業務実績高＞

＜業者登録の状況＞ 年 月 か ら 年 月 か ら
第 号 第 号 年 月 ま で 年 月 ま で

年 月 日 年 月 日
第 号 第 号

年 月 日 年 月 日
第 号 第 号

年 月 日 年 月 日
第 号 第 号

年 月 日 年 月 日

＜有資格者（人）＞
構 設 一 二 建 建 一 一 一 二 測 測 環 不 不 第 伝 線 認 A R コ 地 公 土 司
造 備 級 級 築 築 級 級 級 級 量 量 境 動 動 上下水道部門 農 森 水 応 衛 電 機 情 総 総 一 送 路 定 P C ン 質 土 物 機 営 事 土 補 総 補 共 地 法
設 設 建 建 設 積 電 管 土 土 士 士 計 産 産 土 鋼 都 河 港 電 道 鉄 ト 施 建 建 上 下 水 上 業 う 林 う 産 う 用 う 生 気 械 報

（

合

（

合 種 交 主 技 E C ク 調 地 件 械 業 業 地 償 合 償 用 家 書
計 計 築 築 備 算 気 工 木 木 補 量 鑑 鑑 質 構 市 川 湾 力 路 道 ン 工 設 設 水 水 道 下 部 ち 部 ち 部 ち 理 ち 工 電 部 工 地 技 地 技 電 換 任 術 C M リ 査 調 工 補 損 評 関 補 業 地 屋 士
一 一 士 士 士 士 工 事 施 施 士 定 定 及 造 及 、 及 土 ネ 計 環 部 道 道 環 水 門 農 門 森 門 水 学 地 学 子 門 学 質 術 質 術 気 主 技 管 エ

（

｜ 技 査 作 償 失 価 連 償 務 経 調
級 級

（

事 施 工 工 士 士 び 及 び 砂 び 木 ル 画 境 門 及 境 道 計 業 計 林 計 産 部 質 部 部 計 部 を 監 調 監 主 任 術 理 ン 実 ト 士 物 ・ 管 験 査
建 建 建 施 工 管 管 補 基 び 地 防 空 、 計 び 部

（

土

（

土
（

土 門 門 門

（

門 除 理 査 理 任 技 者 者 ジ 人 診

（

特 理 者 士
築 築 築 工 管 理 理 礎 コ 方 及 港 施

（

工 門 実 木 実 木 実 木 計 計 計 実 計 く 部

）

部 技 術

（

ニ 数 断 実 殊 士
士 士 積 管 理 技 技 ン 計 び 工 実 業 計 人 人 人

（ （ （

人

（

対 門 門 術 者 国 ア

）

士 人 補 計
算 理 技 士 士 ク 画 海 設 人 用

（

数 数 数 実 実 実 数 実 象

（ （

者 土 数 償

（

資 技 士 リ 岸 備 数 水 実

） ） ）

人 人 人

）

人 科 実 実 交

）

実
格 士 ｜ ・ 及

）

道 人 数 数 数 数 目 人 人 通 人
者 ト 海 び 数

） ） ） ） ）

数 数 省 数

）

洋 積

） ） ）

認

）

算 定

）

計　①

休 業 又 は 転 ( 廃 ) 業 の 期 間 0

創 業 年 月 日 技術職員 事務職員

直　前　１　年　分　決　算　（千円）
入札参加資格

営 業 年 数 年 役職員等　②

資 本 金 千円

測量業務
測 量 建 築 士 事 務 所

希望業種区分

建築関係建設コンサルタント業務
地 質 調 査 計 量 証 明 事 業 者

土木関係建設コンサルタント業務

建 設 コ ン サ ル タ ン ト 司 法 書 士

補 償 コ ン サ ル タ ン ト 土 地 家 屋 調 査 士

補償関係コンサルタント業務

技　　　　術　　　　士 補償業務管理士
建　設　部　門

地質調査業務

その他

合　　　計 0 0



記載要領
1 　代表者以外の者に入札や契約等の権限を委任する場合に記入することとし、登録できる営業所は２箇所までとする。

2    「委任先」の欄には、希望業種ごとに委任先として指定する主たる事務所又は営業所について記入することとし、主たる事務所を希望する場合は「0」、営業所（その１）を希望する場合
は「1」、営業所（その２）を希望する場合は「2」を記入すること。また、１つの希望業種について、複数の営業所の登録は認めない。

3 　「所在地」の欄は、測量等業務の契約時に使用する住所を記入すること。

様式第３号

（ フ リ ガ ナ ）

名 称

代 表 者 職 氏 名

　　営業所（その１）
（ フ リ ガ ナ ）

登録営業所一覧表

委任先
測　量

建築関係建設 土木関係建設

所 在 地

郵 便 番 号

（ フ リ ガ ナ ）

名 称

（ フ リ ガ ナ ）

代 表 者 職 氏 名

　　営業所（その２）

所 在 地

電 話 番 号

地質調査
補償関係

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

－

電 話 番 号 電 子 メ ー ル ア ド レ ス

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

郵 便 番 号 －

電 子 メ ー ル ア ド レ ス

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

役職名

印
氏名

役職名 氏名
印



（希望業種区分）

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

（希望業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

（希望業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

（希望業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

（希望業種区分）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千円 年 月

(うち 千円) 年 月

記載要領
1 　入札参加を希望する業種の別に記入すること。
2 　令和５年４月１日から申請日までの間に完了し、成果品を納入した業務について、代表的なものを１件記入すること。
3 　下請については、「注文者」の欄には元請業者名を記入し、「件名」の欄には下請件名を記入すること。
4 　「測量等対象の規模等」の欄には、測量調査設計業務実績情報サービス（TECRIS）に係る登録内容確認書等を参考に、例えば、測量の種別・面積（延長）等又は設計の対象物・面積（延長）等を記入すること。
5 　複数の業種内容を含む同一契約の実績がある場合は、それぞれの希望業種に同一件名を記入しても差し支えない。この場合は、「請負代金の額」の欄の上段に契約の全体額を、下段に該当業務に係る金額を

記入すること。

様式第４号

注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

業務履行場所のある
都道府県名

測量等業務実績調書

請負代金の額
（消費税込）

着手年月

完成年月

注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

業務履行場所のある
都道府県名

請負代金の額
（消費税込）

着手年月

完成年月

注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

業務履行場所のある
都道府県名

請負代金の額
（消費税込）

着手年月

完成年月

注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

業務履行場所のある
都道府県名

請負代金の額
（消費税込）

着手年月

完成年月

注文者
元請又は

下請の区別
件　　名 測量等対象の規模等

業務履行場所のある
都道府県名

請負代金の額
（消費税込）

着手年月

完成年月

役職名 氏名役職名 氏名



印

記

印

 入札及び見積に関する一切の権限

 契約の締結及び履行に関する一切の権限

 入札及び契約保証金の納付及び還付に関する一切の権限

 代金の請求及び受領に関する一切の権限

 共同企業体に関する一切の権限

 復代理人選任及び解任に関する一切の権限

（委任事項）

（委任期間） 令和　　年　　月　　日　から　令和　　年　　月　　日　まで

（ 受 任 者 ） 氏 名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

氏 名

　下記の者を代理人と定め、日南町との間における次の権限を委任します。

住 所

商号又は名称

委　　任　　状

令和　　年　　月　　日

 日南町長　　様

住 所

（ 委 任 者 ） 商号又は名称



使用印

上記の印鑑は、入札の参加、見積りの提出及び契約の締結並びに代金の請求及び受領のために使用したいので、届け出ます。

令和　　年　　月　　日

日南町長　　様

代 表 者 職 氏 名 印  

使　用　印　鑑  届

住 所 ま た は 所 在 地

商 号 ま た は 名 称



令和  年 月 日

　 日南町長　　様
　（申請者）

印

元号 年 月 日

　受任者(権限を委任する営業所の代表者)

元号 年 月 日

(ページ番号/総ページ数) ／

注意事項
１　登記簿に記載されている役員等（役員（取締役、監査役、理事等）、支配人（支店又は営業所を代表する者をいう。）及び 

経営に事実上参加している者をいい、非常勤である者を含む。）の氏名、生年月日、性別及び住所を記入してください。

２　この名簿は、役員等が暴力団員であるか否かの確認のために使用し、それ以外の目的のために使用されることはありません。
３　提出に当たっては、氏名、生年月日、性別及び住所の個人情報が当該目的のために使用されることについて、必ず当該名簿

に記入されている者全員の同意を取ってください。

４　「フリガナ」と「生年月日」の欄は、必ず半角で記入してください。また、「フリガナ」と「氏名」欄の苗字と名前の間は
半角スペースをとってください。

５　「生年月日」の元号は、「大正、昭和、平成」をそれぞれ半角で「T、S、H」と入力してください。
６　「性別」は、「男、女」をそれぞれ半角で「M、F」と入力してください。
７　名簿の枠が不足する場合は、シートをコピーの上、複数ページに記載していただきページ番号及び総ページ数を記載してく
　ださい。

 ﾌﾘｶﾞﾅ(半角)
役職名等 氏名

生年月日（半角）
性 別 住所

　下表について、事実と相違ないことを誓約するとともに、この調書に記載した者については、暴力団排除を目的
とし鳥取県警察本部に照会が行われることに同意します。

取締役・監査役等登記簿に記載されている役員

役職名等 氏名
生年月日(半角)

性 別 住所
 ﾌﾘｶﾞﾅ(半角)

　暴力団等の排除に関する誓約書、同意書及び役員等調書

所 在 地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名



　　町税の納付義務がある者

　　町税の納付義務がない者

令和　　年　　月　　日

日南町長　　様

住所又は所在地

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名

※　個人事業者の場合は、下記もご記入ください。

代 表 者 の 住 所

（住民票の住所）

代表者の生年月日

注意事項

　上記のいずれか該当する□に「レ」を記載すること。

　　　　　　　　年　　月　　日

町税に係る承諾書及び誓約書

　私は、日南町の町税における納税状況を確認されることに承諾します。
　また、当該町税に滞納があったときは、入札参加資格を付与されないことを承諾します。

　私は、日南町の町税における納付義務がないことを誓約します。

　　　　　　　　　　　　 　印   


